
大阪国際空港騒音調停申請事件 

 

 （１） 本事件の概況 

 本事件は，大阪国際空港に離着陸する航空機の騒音，振動等に係る公害紛争に関し，

本空港周辺の住民から，本空港を管理，運用する国（代表者運輸大臣）を相手方として，

公害等調整委員会に対し，４８年２月に最初の調停の申請があった事件である。 

 本事件は，申請人の数が２万人を超えるという我が国の民事紛争史上まれなマンモス

事件であるばかりでなく，国際空港という極めて公共性の高い施設の管理，運用に係る

先例のない事件である点に際立った特色を有している。 

 調停委員会は，４８年２月から５１年２月までにかけて，伊丹市，宝塚市，尼崎市及び大

阪市の住民２万１３８人から申請のあった事件（以下「伊丹事件」という。）と５６年４月，川

西市の住民５９２人から申請のあった事件（以下「川西事件」という。）とを各別にして調停

手続を進めてきた。 

 ６１年度は，前年度に引き続き，これらの事件の迅速かつ適正な解決を目指して，精力

的に調停手続を進めた結果，伊丹事件については，６１年１２月２３日，慰謝料等金員支

払請求に関して調停が成立し，これによって，１０年余の長きにわたった伊丹事件の申請

事項のすべての調停手続が終了した。 

 過去に成立した調停条項については，今後とも円滑に実施されていくことが期待されて

いる。 

 また，川西事件については，鋭意調停手続を進めたが，６２年度に繰り越した。 

 （２） 伊丹事件 

ア 事件の概要 

 （ア） 本空港は，兵庫県伊丹市，大阪府豊中市及び池田市に所在し，１４年１月，大阪

第二飛行場として供用され，３４年７月，大阪国際空港と改称された。 

  その後，国際路線開設の要望と４５年の万国博覧会の開催に対応して整備，拡張さ

れ，３９年６月には，ジェット旅客機の乗入れが開始され，また，４５年２月からは，長距離



国際線用大型ジェット機を受け入れるため，従来のＡ滑走路（１，８２８ｍ）に加えて，新た

にＢ滑走路（３，０００ｍ）が増設，供用された。 

  このような本空港の整備，拡張と離着陸する航空機の急速な増便に伴い，本空港周

辺の地域では，航空機の騒音等に係る公害問題が発生し，４４年１２月には，川西市の

住民３１人が大阪地方裁判所に本空港の夜間使用禁止と損害賠償とを求める訴訟（第１

次訴訟）を提起し，さらに４６年６月には川西市の住民１２４人が，１１月には豊中市住民

１０９人が，それぞれ同裁判所に同様の訴訟（第２次，第３次訴訟）を提起した。 

 （イ） このような状況のなかで，上記の訴訟とは別に，４８年２月，伊丹市の住民２，３５

６人から国を相手方として，公害等調整委員会に対し，最初の調停の申請があった。 

  その後，４８年６月から５１年２月までにかけ，伊丹市，宝塚市，尼崎市及び大阪市

（淀川区）の住民総計１万７，７８２人から，２２件に及ぶ調停の申請及び参加の申立てが

あった。 

  これらの申請の内容は，本空港に離着陸する航空機の騒音，振動等によって，（１）情

緒的な影響と不快感，（２）日常生活の妨害，（３）睡眠妨害，（４）聴力機能の低下，（５）

教育環境の悪化，（６）老人，乳幼児，病気療養者などの生活環境の悪化，（７）業務等に

対する妨害，（８）航空機事故に対する危険感，（９）家屋の損傷等の被害を受けていると

の理由から，本空港の使用禁止等多岐にわたる事項について調停を求めるものであっ

た。 

  これらの主なものは，次のとおりであった。 

 （１） 本空港の使用禁止 

   国は，大阪国際空港を５６年以降は飛行場として使用しないこと。 

 （２） 航空機騒音の軽減対策の実施 

   国は，本空港を飛行場として使用しなくなる５５年までの間，本空港を使用する航空

機の総騒音量を申請人の居住する地域においてＷＥＣＰＮＬ（加重等価平均感覚騒音レ

ベル）７０以下とすること。 

 （３） 慰謝料等請求 



   国は，航空機の航行により与えた精神的苦痛等に対する損害賠償の内金として，次

の金員を支払うこと。 

  （ア） 申請時までの損害に対する賠償として金５０万円及びこれに対する調停申請書

（参加申立書を含む。以下同じ。）提出の日の翌日から支払完済の日まで年５％の割合

での金員 

  （イ） 調停申請書提出の日の翌日から国が（１）及び（２）の事項を完全に実施するま

での間，毎月１万円の割合による金員 

 （注） （３）の事項については，申請人の一部からの請求である。 

    なお，４８年及び４９年には，伊丹市の申請人２２人から，また，５３年には，宝塚市

の申請人４０８人全員から，それぞれ申請の取下げがあった（後述）。 

イ 事件の処理の経過 

 （ア） 調停委員会は，申請人が居住地域によって区分された９グループ（伊丹第１次～

第６次，宝塚，尼崎及び大阪の各グループ）と各別に調停手続を進めてきた。 

  調停委員会は，調停手続の進め方について，本空港周辺の申請人が受けている航

空機騒音を可及的速やかに軽減することの緊要性を重視し，まず航空機騒音の軽減対

策から進めることとし，これを当事者双方に提示したところ，伊丹第５次グループを除く８

グループと国とがこれに応じた。 

  調停委員会は，国と８グループとに対し，５０年９月８日及び９日，調停手続の進め方

等についての調停委員会の見解（別記１参照）を示した上，１０月１４日から１６日までの

間に，航空機騒音の軽減対策に関し，発生源対策，空港周辺対策等を実情に即して計

画的かつ段階的に実施する等の諸施策を盛り込んだ調停案を提示した。 

  その結果，１０月２８日には，国と伊丹第１次，伊丹第４次，伊丹第６次及び宝塚の各

グループとの間で，また，１１月１４日には，国と伊丹第２次，伊丹第３次及び大阪（５１年

２月の参加申立者は含まない。）の各グループとの間で，それぞれ調停が成立した（別記

２参照。） 



  尼崎グループは，調停案を拒否したので，調停委員会は，同グループ申請の航空機

騒音の軽減対策に関しては調停成立の見込みがないとして，１１月１４日，調停を打ち切

った。 

  なお，調停申請事項の一括調停を求めていた伊丹第５次グループは，５３年３月２８

日，調停委員会の航空機騒音の軽減対策に関する調停案に同意して，国との間で調停

が成立した（別記５参照）。 

 （イ） 次に調停委員会は，慰謝料等請求に関して，調停を進めることとした。しかし，本

問題については，当事者双方の互譲を期待し難い状況であったこと及び航空機騒音に

係る慰謝料等請求については，前述の訴訟事件の第１審及び第２審の判決以外の先例

がなかったことから，調停委員会は，違法性の基準等法律上の諸問題については，これ

らの訴訟事件に関する司法機関の最終判断をまって，これとの整合を考慮することとし

た。 

  また，申請人の居住地域の騒音等の現状にかんがみ，調停委員会は５０年１０月及

び１１月に成立した調停条項（別記２参照）に加えて，生活環境等の整備及び地域防災

対策に関し，行政施策の拡充について，検討，工夫を要すると判断した。 

  ５３年２月２１日及び２２日，調停委員会は，国と申請取下げの動きのあった宝塚グル

ープを除く８グループとに対し，以上のような調停委員会の見解（別記３参照）を表明した

上，慰謝料等請求に関しては最高裁判所の「上告事件の判断を俟って」調停手続を進め

ること，本件空港周辺地区の特殊性に対応する土地利用計画を含む整備計画に関する

総合的調査，研究を促進すること等の調停案を提示した。 

  その結果，３月１６日，国と伊丹第１次，伊丹第４次，伊丹第６次，尼崎及び大阪の各

グループとの間で，また，３月２８日には，国と伊丹第２次，伊丹第３次及び伊丹第５次の

各グループとの間で，それぞれ調停が成立した（別記４参照）。 

  なお，１０月２４日，宝塚グループから，同グループが航空機騒音防止対策の一環とし

て求めていた地域の共同利用施設が完成したこと等の理由で，申請の取下げがあった。 

 （ウ） 調停委員会は，その後，申請人が国に対し最も強く要求していた本空港の使用

禁止問題に関して調停手続を進めた。 



  しかし，この問題は，単に騒音等の対策という観点からだけではなく，関西国際空港を

含め我が国の総合交通体系，ひいては，我が国の総合政策の一つとして慎重に検討す

る必要があることから，調停委員会は，５５年５月２６日及び２７日，当事者双方に対し，

調停委員会の見解及び調停条項案の骨子（別記６参照）を提示し，６月２０日，本空港の

存廃については，国が，その責任において，関西国際空港開港時までに決定すること等

の調停案を提示した。その結果，６月３０日，国と伊丹第１次から第４次まで，伊丹第６次

及び大阪の各グループとの間で，７月１６日，国と伊丹第５次との間で，それぞれ調停が

成立した（別記７参照）。 

  なお，尼崎グループは，この調停手続には最初から参加せず，態度を保留した。 

 （エ） 以上のような調停手続の経過により，５３年３月の調停で調停手続の進行を留保

した慰謝料等請求問題が残ることとなった。 

  前述の訴訟事件は，最高裁判所の大法廷で慎重に審理されていたが，５６年１２月１

６日，判決があった。 

  調停委員会は，これを受けて，本問題についての調停手続を再開したが，当時，別途，

大阪地方裁判所に係属中の大阪国際空港事件の第４次訴訟及び第５次訴訟の併合審

理の判断にも注目していたところ，５９年３月，これらの訴訟は和解によって解決した。 

  ７月１２日，国から慰謝料支払に関する国の考え方の提示があり，また，９月２０日に

は申請人グループから共同で，国の考え方に対する反論と対案の提示があり，調停委員

会は，これら当事者双方の主張を慎重に検討する等して本格的に調停手続を進めた。 

  また，調停委員会は，６０年２月，当事者双方の同意を得て，申請人のうち金員の支

払を請求している者約１万３，０００人全員に対し，金員の算定，支払の基礎資料とする

ため，居住関係等調書の提出を求めた。 

  この調査の過程で申請人の一部には，住所等を変更し，その所在等が不分明となっ

ているものがあることが判明した。 

  調停委員会は，申請人各グループの代理人に対し，これらの申請人の所在について

調査を要請した。 



  ６１年度に入り，調停委員会は，所在不分明者の調査をさらに促進するため，伊丹市，

尼崎市，大阪市（淀川区）等の関係市町村の協力を得て，職権調査を進めるとともに，５

月２２日及び１０月１５日の官報公告をもって公示する等して所在不分明者の所在調査に

努めた。 

  また，この調査と並行して，伊丹市等の現地において，申請人からの意見聴取，所要

の調整等を精力的に進め，当事者双方の真摯な態度と誠実な対応とによる協力もあって，

調停手続は，急速に進展した。 

  １２月２３日，調停委員会が提示した調停案について，当事者双方が合意し，慰謝料

等金員支払請求に係る調停が成立した。 

  調停は，国と居住関係等調書等の基礎資料を提出した申請人１万１，１１２人との間

で成立し，所在不分明者等基礎資料の提出がなかった申請人については，国との間で

合意が成立する見込みがないと認めて，調停を打ち切った。 

  調停条項は，国が，調停の成立した申請人に対し，これらの申請人が申請した慰謝

料等の金員支払請求全部について，本事件の紛争の解決金として１８億１，０００万円を

６２年２月１０日までに，一括して支払うこと等を内容としたものである（別記８参照）。 

  調停委員会は，この解決金の算定に当たって，５６年１２月の最高裁判所の判決の考

え方，当事者双方の意見等を参酌し，騒音の程度，被害を受けた期間その他の要素を

加味して算出した。 

  なお，５５年６月及び７月の調停に参加しなかった尼崎グループから，本空港の使用

禁止に関する申請事項について，６１年１２月１４日，その調停申請の取下げがあった。 

  これらの調停手続の終了によって，本伊丹事件は，調停委員会の調停事件としては，

申請人の申請事項全部について終結したが，過去に成立した調停条項については，今

後引き続き，円滑に実施されることが期待される。 

 （３） 川西事件 

ア 事件の概要 



  ５６年４月３０日，川西市の住民で前述の訴訟を提起した者以外の５９２人（川西グル

ープ）から，国を相手方として，公害等調整委員会に対し，伊丹事件とほぼ同様の趣旨に

より調停の申請があった。 

  その主なものは，次のとおりであった。 

  （１） 航空機騒音の軽減対策の実施 

   （ア） 国は，航空機騒音に係る環境基準（昭和４８年１２月２７日環境庁告示第１５４

号）を昭和５８年までに完全に達成すること。 

   （イ） 国は，本空港を飛行場として使用中は適時被害の実情を把握し，防音工事助

成区域及び対象建築物の指定を適正に改めること。 

  （２） 航空機の安全対策 

    国は，航空機の安全確保については，その対策を一段と強化し，事故の皆無を図

るとともに，万一の墜落事故に対し周辺地域における防災救難体制の強化を図ること。 

  （３） 本空港の使用禁止 

    環境基準達成が困難な場合は，関西新空港の開港時以後，国は本空港を飛行場

として使用しないこと。 

  （４） 慰謝料等請求 

    国は，申請人に対し，ジェット機就航以後の航空機の航行により与えた健康被害，

精神的苦痛，教育環境の悪化等の被害に対する損害賠償（慰謝料）の内金として，申請

人１人につき金１００万円及びこれに対する本調停の申請書提出の日の翌日から年５％

の割合での金員を支払うこと。また，（１）の（ア）及び（３）の事項を完全に実施するまでの

間，申請人１人につき毎月３万円の割合による金員を支払うこと。 

イ 事件の処理の経過 

  調停委員会は，川西事件については申請時期等の違いもあり，伊丹事件とは別に調

停手続を重ね，当事者双方から意見の聴取，現地調査等を行ってきた。 

  ６１年度に入り，さらに，当事者双方の主張の調整に努めているところである。 
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 （注） 第１項の「別添第１から第８までの申請人等目録」は省略する。 

  

 （４） 義務履行勧告申出事件 

 大阪国際空港騒音調停申請事件のうち伊丹市，宝塚市，尼崎市及び大阪市の住民か

らあった申請に係る伊丹事件については，前述のとおり，６１年１２月２３日，申請人の調

停申請事項の全部につき調停手続は終結したが，６２年３月３日，伊丹事件に係る大阪

グループから，公害等調整委員会に対し，５３年３月１６日に成立した調停条項の第２項

に規定する事項（本空港周辺地区の整備計画に関する総合的調査，研究の促進等）に

関して，義務履行の勧告の申出（公害紛争処理法第４３条の２第１項）があった。 

 現在，公害等調整委員会において，所要の手続を進めている。 

  

 

http://warp.ndl.go.jp/cgi-bin/netwp/BNWPLinkChk.cgi?fl=www.soumu.go.jp/kouchoi/knowledge/nenji/paper/61&mt=000000003694&cl=00000000000039149&ln=s61-1-2-2z062.html�

